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● ● ● 経営情報あれこれ ● ● ● 

≫≫≫≫≫≫≫≫ 令和 8年 6 月号 ≪≪≪≪≪≪≪≪ 

★経済等の状況★ 

 

  イラン紛争、ウクライナ戦争が続くなかで、世界的な原油価格の高騰、資源価格の上

昇に加え、日本では物価の高騰、株価の高騰、都市部不動産価格の上昇、賃金の上昇等

が続いています。 

  今月は、最近の経済等の状況についてご紹介します。 

１，世界経済の状況 

   2026年 4月、IMF（国際通貨基金）は、2026年及び 2027年の世界各国の経済成

長予測を公表しました。 

   紛争の長期化・拡大、地政学的分断、AI 主導の生産性、貿易摩擦、防衛支出増加等

により、経済成長が鈍化し、また金融市場が不安定化すると予測しています。 

（１）先進国 

    先進国では、米国やスペイン経済は 2％程度の成長、ドイツは 1.2％へと改善し、

フランス、イタリア、日本では厳しい状況が継続すると予測しています。 
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   ①最近の米国の状況 

     個人消費が堅調に推移し、設備投資が増加し、鉱工業生産、雇用者数も増加

し、失業率も 4.3％と横ばいの状況で、1月～3月の実質ＧＤＰ成長率は 1.6％増

加した。 

     ガソリン価格の高騰により消費者物価は 3.0％に上昇し、住宅価格の上昇、住

宅ローン金利の高止まり等により、住宅着工件数は、横ばいの状況です。 

   ②最近のユーロ圏の状況 

     1 月～3月のドイツでは、ＧＤＰが前年比 0.3％の上昇となり、景気は回復傾向

にあるが、フランスやイタリアでは横ばいの状況が続いています。 

     ユーロ圏全体では、生産は若干の増加、消費は 3ケ月連続の減少であり、失業

率 6.2％で、失業者数は横ばいの中、消費者物価は 3％の増加でインフレが継続し

ています。 

（２）新興国等 

    ＩＭＦは、新興国と発展途上国では、2026年 3.9％、2027年 4.2％の経済成長と

予測しています。 

   ①中国 

     2026年の中国政府の経済成長目標は、4.5％～5％であり、中国政府の公表で

は、1月～3月の経済成長は 5.0％でした。不動産投資を中心に、設備投資はマイ

ナスであり、建設機械、半導体、ロボット関連では生産は増加したが、その他の

産業では厳しい状況が続いています。原油（エネルギー）価格の上昇等により消

費者物価は 1.2％の増加ですが、エネルギー価格を除くとデフレの状況が継続し

ています。また、若者を中心に、雇用環境は厳しく、失業率の改善も見られず、

多くの失業者が社会的課題です。 

   ②その他 

     新興市場では、インド経済が堅調に推移しています。経済成長や人口増加に伴

い、多くの産業分野で、世界各国から多額の投資がなされ、インド経済は、今後

とも堅調に推移すると見込まれています。 

     また、資源高等の影響を受け、ブラジル経済も堅調に推移しています。 

２，日本経済の状況 

（１）最近の経済成長 

    2026年 1月～3月のGDPは前期比 0.5％（年率換算 2.1％）の増加です。物価が

上昇する中、消費支出 0.2％増加、住宅投資 0.5％増加、企業の設備投資 0.3％の増

加により、プラスの経済成長でした。 

    今後、円安による輸入物価の上昇、原油価格の高止まり、国内企業の値上げラッ

シュ等により消費者物価が上昇する見込みです。また、長期金利の上昇（住宅ロー

ン金利の上昇）並びに建設価格の高騰により、住宅着工件数を含む建築着工件数が
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減少すると予測されています。 

    また、6月には、物価上昇を抑えるため、日銀による政策金利の引き上げが見込

まれることから、住宅・建物等の需要が減少する見込みです。 

（２）物価上昇と政策金利 

    日本の物価は、2022年から上昇トレンドとなり、今後、継続的に上昇していくと

予測されています。国の発表によると、2026年 4月の消費者物価指数は、前年同月

比 1.4％の増加であり、5月の東京都消費者物価指数は、前年比 1.5％の上昇でし

た。この国の公表値は、多くの国民や企業が、消費のために実際に支出している物

品単価上昇と比較した場合、実感とは異なるものです。 

    日本銀行は、目標とする消費者物価上昇を 2％程度に置き、物価上昇が 2％を超

える場合には、政策金利の引き上げ等の政策を実施すると考えられていますが、

1％台の物価上昇では、6月に見込まれる政策金利の引上げがどのようになるか不透

明の状況です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）為替と政策金利 
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    5月、円安に対し、日本政府と日銀は、十数兆円単位の為替介入により、円安を

是正しようとしましたが、一時的に 155円台の円高になりましたが、6月 5日現

在、ドル円為替レートは 160円台であり、介入時より若干の円安となり、何らの効

果もありませんでした。 

    現在、円安の理由として、日本の潜在的経済成長率が低いことが大きな原因とさ

れています。 

    日本銀行による政策金利の引き上げは、借入金利上昇、住宅ローン金利上昇等を

通じて、国民や企業の消費行動を抑え、物価上昇を抑制する効果があります。ま

た、政策金利引き上げにより為替レートが円高になれば、輸入物価の下落を通し

て、物価を引き下げる効果があります。 

一方で、政策金利の引き上げは、消費需要、住宅需要、企業の設備投資を抑制

し、経済成長を引き下げる効果があります。 

３，債務増大と株価上昇 

（１）債務増大と貨幣供給量増加 

    世界各国において、国や地方公共団体の債務が毎年増加しています。人口が増加

する国ばかりでなく、日本、ロシア、中国のように人口が減少する国においても、

防衛支出、社会保障支出、人件費等増加により、債務が増加し、その債務を賄うた

め国債等を発行し、これを引き受ける中央銀行は、多額の通貨を市中に供給してい

ます。 

（２）名目価値と実質価値 

    土地等の不動産、株式や債券等の金融資産、金、銀、銅等の鉱物資産の価値は、

通常、供給と需要によりその価値が決まります。これらの資産の供給量は、毎年ほ

とんど変わらないか又は生産により若干増加しています。他方、需要は景気の動向

等により、増加したり減少したりします。 

   ①土地の価格 

     土地の供給量は、ほとんど変わりません。したがって、土地の名目価格は、需

要と貨幣供給量により決定されます。需要のある大都市部では価格が上昇し、地

方では、人口減少等による需要減少により、価格は下落しています。 

貨幣供給量の増大は、土地の名目価値を増加させますが、その効果は、都市部

の土地に集中し、都市部における土地の名目価格をさらに引き上げています。 

   ②建物の価格 

     新築建物の価格は、建築コスト（建築資材、人件費等）と発注者の交渉で決定

されます。景気が悪いからといって、赤字で建物を建築する企業はほとんどいま

せん。また、中古建物の場合、需要と供給で取引価格が決定されます。 

最近、新築住宅価格は、建築資材、人件費等の影響から急騰しており、住宅着

工件数は、減少しています。新築住宅価格の高騰は、新築から中古住宅への需要
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シフトを促しており、都市部の中古住宅価格も上昇しています。 

     貨幣供給量の増加は、モノやサービスの貨幣価値を引下げることから、建築資

材価格の引上げ、人件費の引上げを引き起こしており、日本ばかりでなく、貨幣

供給量の増加が著しい米国や西欧でも住宅価格上昇が生じています。 

   ③株価の上昇 

     米国、日本をはじめ、多くの国の株価が上昇しています。世界的な債務増大に

よる貨幣供給量の増大は、莫大な投資資金となり、金、銀、銅等の鉱物資産、不

動産、金融資産の名目価値を上昇させています。 

株価も同様です。日本、米国、韓国、その他の国の株価は、史上最高値を更新

しており、1990年のバブル期と比較しても、急激な価格高騰です。 

企業の名目価値上昇は、物価上昇程度（2％～3％）の上昇であるにも関わら

ず、株価の上昇は、2021年の 22,000円から 2026年 6月には 68,000円に上昇

し、5年で約 3倍（年率 61％）の増加です。 

日本の株式市場は、70％が外国人投資家による投資であり、その資金は、利益

を求め、世界各国を大量かつ迅速に動きます。日本では、これが企業価値以上の

株価を形成しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

★事務所から★ 

令和 8年度税制改正について、6月 23日（火）ウインク愛知にて、午後 1時 30分か

ら税制改正セミナーを開催します。企業実務では、税制への対応が必須であり、また個

人にとっても参考となるものです。ご多忙とは存じますが、多数の皆様に、ご参加いた

だければ幸い存じます（公認会計士辻中事務所、税理士法人みらい）。  


